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原子力耐震・構造研究拠点について原子力耐震・構造研究拠点について

新潟工科大学

第１回「原子力耐震安全研究委員会」

資料 ２

平成２１年１２月２４日
新潟工科大学 会議室
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（１）（１）背背 景景
・新潟県中越沖地震（平成１９年７月）では、設計地震動を上回る地震動が

観測されたが、｢止める｣、｢冷やす｣、｢閉じ込める｣の機能が維持され、
プラントの安全は確保された。

・得られた教訓は国際的にも貴重なものであり、より一層の耐震安全を確保する
ための研究を実施し、国内外に関連情報を発信することは重要である。
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地震動の増幅特性
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１．研究の背景及び目的
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１）原子力耐震・構造研究拠点（研究拠点）は、原子力安全に係る
耐震・構造等の分野の最先端の研究を実施すると共に、
同分野の最新知見及び情報の収集・分析し、国際的な研究の
連携及び人材育成の推進等の国際協力を実施し、
原子力の安全確保に関する技術の発展に貢献する。

２）研究拠点は、地元大学を中核として、産業界や原子力機関の
協力のもと、原子力安全に係る耐震・構造等の分野の研究の
連携を確保すると共に、当該分野に関連する産業の技術力の
向上に資する。

１）原子力耐震・構造研究拠点（研究拠点）は、原子力安全に係る
耐震・構造等の分野の最先端の研究を実施すると共に、
同分野の最新知見及び情報の収集・分析し、国際的な研究の
連携及び人材育成の推進等の国際協力を実施し、
原子力の安全確保に関する技術の発展に貢献する。

２）研究拠点は、地元大学を中核として、産業界や原子力機関の
協力のもと、原子力安全に係る耐震・構造等の分野の研究の
連携を確保すると共に、当該分野に関連する産業の技術力の
向上に資する。

（２）目（２）目 的的
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（１）研究拠点の設置場所（１）研究拠点の設置場所

研究拠点は、学校法人新潟工科大学（新潟工大）に設置する。

写真．建設予定地

図．新潟工科大学敷地

建設予定地

NN

２．研究拠点の実施体制
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１）研究拠点は、新潟工大、東京電力、原子力安全基盤機構が
それぞれの研究に必要な資源を持ち寄り実施する。

２）研究実施団体は、互いに連携・協力して研究活動を実施するほか、
必要に応じて原子力安全に係る耐震・構造等の分野の団体及び
研究者との連携・協力を得て研究を実施する。

１）研究拠点は、新潟工大、東京電力、原子力安全基盤機構が
それぞれの研究に必要な資源を持ち寄り実施する。

２）研究実施団体は、互いに連携・協力して研究活動を実施するほか、
必要に応じて原子力安全に係る耐震・構造等の分野の団体及び
研究者との連携・協力を得て研究を実施する。

（２）実施体制（２）実施体制
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１）研究拠点の代表者は、新潟工科大学長とする。
２）研究拠点には、新潟工科大学長を長とする各研究実施団体の代表者を

構成員とする｢研究協議会｣を設置し、研究拠点の管理・運営、研究実施団体
による研究活動の推進及び調整を行う。

３）研究拠点には、｢原子力耐震安全研究委員会｣を設置し、研究実施団体による
研究活動への助言及び支援を行う。

１）研究拠点の代表者は、新潟工科大学長とする。
２）研究拠点には、新潟工科大学長を長とする各研究実施団体の代表者を

構成員とする｢研究協議会｣を設置し、研究拠点の管理・運営、研究実施団体
による研究活動の推進及び調整を行う。

３）研究拠点には、｢原子力耐震安全研究委員会｣を設置し、研究実施団体による
研究活動への助言及び支援を行う。

（３）運営体制（３）運営体制

原子力耐震安全研究委員会

（学識経験者などで構成）

活動の方針・計画
研究の成果
研究成果の共有
研究成果の情報発信

研究協議会

（研究実施団体で構成）

・新潟工科大学

・東京電力

・原子力安全基盤機構

（H21.11現在）

研究活動の推進・調整、
研究拠点の管理・運営

助言・支援

研究成果

事務局（研究実施団体）

関連団体・研究者

連携・協力

に対する助言等
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（１）活動の方針（１）活動の方針

■研究の実施
■知見・情報の収集・分析
■国際協力

■研究の実施研究の実施
■知見・情報の収集・分析■知見・情報の収集・分析
■国際協力■国際協力

⇒⇒ 原子力安全技術の発展に貢献原子力安全技術の発展に貢献

（２）研究の当面の主な内容（２）研究の当面の主な内容

１）発電所構内の地下深部、及び発電所建屋での高密度な地震動観測とそのデータを
用いた地震動増幅要因の検討

２）発電所の建屋変動の観測の実施とそのデータを用いた変動要因の検討
３）柏崎刈羽地域周辺における地震動観測ネットワークの活用と同データを用いた

解析評価システムの開発と解析評価の実施
４）各種の地震動観測結果を整理し伝達
５）高経年化等を念頭においた構造物の耐震性評価
６）原子力耐震安全研究システムの整備等を通し、耐震設計の高度化や

耐震安全研究の一層の推進を図る
７）中越沖地震による被災状況の対策と可視化
８）高度な耐震研修教材の製作
９）国際研修や国際シンポジウム（IAEA等との連携・協力）

１）発電所構内の地下深部、及び発電所建屋での高密度な地震動観測とそのデータを１）発電所構内の地下深部、及び発電所建屋での高密度な地震動観測とそのデータを
用いた地震動増幅要因の検討用いた地震動増幅要因の検討

２）発電所の建屋変動の観測の実施とそのデータを用いた変動要因の検討発電所の建屋変動の観測の実施とそのデータを用いた変動要因の検討

３）柏崎刈羽地域周辺における地震動観測ネットワークの３）柏崎刈羽地域周辺における地震動観測ネットワークの活用活用と同データを用いたと同データを用いた
解析評価システムの開発と解析評価の実施解析評価システムの開発と解析評価の実施

４）各種の地震動観測結果を整理し伝達４）各種の地震動観測結果を整理し伝達
５）高経年化等を念頭においた構造物の耐震性評価５）高経年化等を念頭においた構造物の耐震性評価
６）原子力耐震安全研究システムの整備等を通し、耐震設計の高度化や６）原子力耐震安全研究システムの整備等を通し、耐震設計の高度化や

耐震安全研究の一層の推進を図る耐震安全研究の一層の推進を図る
７）中越沖地震による被災状況の対策と可視化７）中越沖地震による被災状況の対策と可視化
８）高度な耐震研修教材の製作８）高度な耐震研修教材の製作
９）国際研修や国際シン９）国際研修や国際シンポポジウム（ジウム（IAEAIAEA等との連携・協力）等との連携・協力）

３．研究拠点の活動内容
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（４）国際協力（４）国際協力

１）中越沖地震や耐震バックチェック等で得られた知見を国際的に貴重な財産・
資源と認識し、国際原子力機関（IAEA）等海外へ発信する

２）研究拠点で得られた成果を情報共有すると共に、国内外へ発信する。
３）これらの一環として、耐震分野における国際研修や国際シンポジウム等を

実施すると共に、国際原子力機関（IAEA）等と耐震安全研究協力を実施する。

１）中越沖地震や耐震バックチェック等で得られた知見を国際的に貴重な財産・
資源と認識し、国際原子力機関（IAEA）等海外へ発信する

２）研究拠点で得られた成果を情報共有すると共に、国内外へ発信する。
３）これらの一環として、耐震分野における国際研修や国際シンポジウム等を

実施すると共に、国際原子力機関（IAEA）等と耐震安全研究協力を実施する。

（３）知見・情報の収集・分析（３）知見・情報の収集・分析

１）国内外の耐震関連情報や知見を継続的に収集・分析する。
２）収集・分析した情報・知見を蓄積し、国内外で活用される有用な共通の

データベースとする。

１）国内外の耐震関連情報や知見を継続的に収集・分析する。
２）収集・分析した情報・知見を蓄積し、国内外で活用される有用な共通の

データベースとする。
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①名 称 原子力耐震・構造研究拠点

②面 積 １,１６１.０５㎡（約３５１.８坪）

③構 造 鉄筋コンクリート造（一部免震構造）３階建て

（免震構造部分は３次元床免震として、構造が見える形とす
る。）

④設備 高度分析・加工装置一式、低サイクル疲労試験システム、
SCCき裂進展評価システム一式、コンクリート試験機一式等

４．施設等のスペック

高度分析・加工装置一式

（参考写真）
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建設予定地

原子力耐震・構造研究拠点原子力耐震・構造研究拠点 位置図位置図
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原子力耐震・構造研究拠点原子力耐震・構造研究拠点 立面図立面図
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原子力耐震・構造研究拠点原子力耐震・構造研究拠点 平面図平面図
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今後の建設のスケジュール今後の建設のスケジュール

12

竣工

■

研究開発設備整備

機械設備工事

電気設備工事

建築工事

確認申請

実施設計

基本設計

12月11月10月9月8月7月6月5月4月3月2月1月12月11月10月9月8月7月

平成２２年平成２１年
内訳



13

（１）補助事業の開始及び完了予定日
平成21年7月～平成22年11月30日

（２）補助事業に要する経費
673百万円

（３）補助対象経費
673百万円

（４）補助金交付決定額
449百万円

５．平成２１年度産業技術研究開発施設整備費補助金の概要


